
１．耐震改修促進法制定以降の耐震化に係る取り組み

（※１）旧耐震建築物・・・Ｓ５６年５月以前に建築された建築物 （※３）建築士が申請者の住まいに訪問し、住宅問診・耐震に関する質疑応答を無料で行う制度
（※２）多数の者が利用する建築物（特定既存耐震不適格建築物）・・・用途ごとに定められた階数及び床面積以上の建築物

③普及・啓発活動

ⅰ）木造住宅耐震アドバイザー派遣制度(※３)による啓発

ⅱ）住宅密集地（特別消防対策区域等）における戸別訪問

ⅲ）市民向け講座の開催

ⅳ）回覧板、マスメディアを利用した広報活動

ⅴ）事業者への技術力向上支援

　（「いしかわ住宅耐震ネットワーク協議会」との連携）

国・県の動向（年度）

Ｈ30

金沢市の主な取り組み

①耐震改修促進計画の策定・見直し

ⅰ）促進計画策定以前（Ｈ７～１９）

　耐震について各団体や市民への周知活動。Ｈ１６より耐震改修補助制度創設

ⅱ）第１次金沢市耐震改修促進計画策定（Ｈ２０）

　耐震改修補助制度を拡充

ⅲ）第２次金沢市建築物耐震改修促進計画策定（Ｈ２７）

　避難路を指定し、これに面する建築物の耐震化促進を追加

②財政的支援

ⅰ）耐震改修工事費等補助制度（Ｈ１６～）

ⅱ）危険ブロック塀の除却に関する補助制度（Ｓ５９～）

促
進
計
画
策
定
ま
で

第
１
次
計
画
期
間

第
２
次
計
画
期
間

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

主な地震歴（年）

Ｈ７

Ｈ16

Ｈ18

Ｈ23

Ｈ19

Ｈ13

「金沢市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」（Ｈ３０～）

□阪神・淡路大震災
⇒旧耐震建築物(※１)の被害大

■耐震改修促進法制定
⇒耐震診断・改修の指針を策定
一定規模以上の建築物(※２)の耐震改修を努力義務

□新潟県中越地震

□能登半島地震

■耐震改修促進法改正

■石川県耐震改修促進計画策定

□東日本大震災

■耐震改修促進法改正

⇒大規模な建築物の耐震診断を義務付け
全ての建築物の耐震改修を努力義務

■国土強靱化基本計画策定

■石川県強靱化計画策定

□熊本地震 ■石川県耐震改修促進計画見直し

□大阪府北部を震源とする地震
⇒ブロック塀の倒壊による事故

■住宅への耐震改修定額補助制度創設
（アクションプログラムの策定）

■耐震改修促進法施行令改正

⇒一定規模のコンクリートブロック塀等の耐震
診断を義務付けが可能

⇒都道府県の耐震改修促進計画策定を義務付け

【発表】今後30年地震発生確率
森本・富樫断層帯：０～５％

【発表】今後30年地震発生確率
森本・富樫断層帯：２～８％
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（参考資料）補助制度の概要と利用状況

　（１）耐震改修補助制度の変遷 （２）耐震関連の制度利用状況

■Ｈ１６（制度創設） （単位：件）

補助率 限度額 補助率 限度額 補助率

(2) (7) (3) (1) (1) (14) (5)
【13】 【13】

■Ｈ２０（第１次促進計画策定）

補助率 限度額 補助率 限度額 補助率 (1) (3) (1) (2) (1) (8) (4)
【1】 【2】 【1】 【4】 【4】

(1) (3) (1) (2) (1) (8) (4)
【１】 【2】 【3】 【3】

■Ｈ２７（第２次促進計画策定）
※（　　）は緊急輸送道路沿道建築物、【　　】は耐震診断義務付け建築物の件数を表す

補助率 限度額 補助率 限度額 補助率

■Ｒ２（現行）
■制度内容

補助率 限度額 補助率 限度額 補助率

■利用状況 （単位：件）

（※）「緊急輸送道路沿道建築物」または「上記以外」の補助率・限度額を適用

1

78

10万円

（３）危険ブロック塀の除却補助について

耐震アドバイザー（Ｈ２１～）

年平均

40 349

通学路に面する塀 7,000円

262 47

20万円

合計S59~H29 Ｈ３０ Ｒ１

道路に面する塀 3,500円

区分 １㎡あたり 限度額

―

15

55 6461

197

4927

30222 6074105 41

60万円×住戸数

170万円

診断義務付け建築物

２／３

２／３

高齢者住宅 ４／５ 16万円

年平均

一般住宅
３／４ 15万円

共同住宅等

区分

限度額

木造

住宅

高齢者住宅 ４／５ 16万円

非木造

7.6%上記以外 １／３

１億円か

100万円×住戸数

20万円 10万円

２／３ ２／３

50万円

共同住宅
100万円200万円

非木造

限度額

木造

住宅

100万円

２／３ 20万円

１／６

耐震診断

対象 区分
耐震診断 耐震設計 耐震改修工事

非木造 市内全域 １／３ 100万円

木造

住宅

２／３

高齢者住宅 ３／４ 12万円

１／３

一般住宅

1

20 9515 299

40 5

33 34 42 139

3129

452木造

住宅

特別消防対策区域
木造

耐震診断

耐震改修工事その他

Ｒ１ Ｈ２８～Ｒ１

61

10

30

合計

252

194

区 分対象 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０Ｈ２０～２７Ｈ１６～１９種 別
耐震診断 耐震設計 耐震改修工事

限度額

３／４ 26万円 ３／４

10万円

6.6%

３／４ 23万円

耐震改修工事

１／６ 50万円

耐震設計

47.3千円／㎡50万円

１／２
60万円１／２

市内全域

区分

180万円

１／４ 30万円
１／２ 4.6万円

非木造

一般住宅

２／３

20万円

一般住宅

23万円 ２／３

１億円

7.6％１／３ 100万円 １／３

一般住宅
３／４

160万円

100万円 １／３

上記以外

緊急輸送道路沿道建築物

（※）

共同住宅

15万円
共同住宅等

200万円

診断義務付け建築物

2,000万円

10／10 200万円

２／３ 23万円 ２／３

２／３
100万円

１億円

２／３

50万円

10万円

23% なし

170万円

１億円か

100万円×住戸数

60万円×住戸数

耐震診断

2,000万円

耐震改修工事

22

３／４ 150万円

130万円

耐震改修工事
限度額

47.3千円／㎡

7.6%

非木造
3

2

31 1

8

2 4

4 0 3

80

対象

2

2

25654 71 53

15 9

489

4

対象
2 8

耐震診断

２／３ 10万円

合計

19
耐震設計耐震設計

20

825

木造住宅の制度拡充

全体的な制度拡充

木造住宅の制度拡充

①木造住宅において、耐震診断補助利用者の約２／３が耐震改修工事まで進む
②制度の拡充や広報活動により、各制度の利用者は増加傾向

①

②

②

Ｈ３０．６大阪府北部を震源とする地震を受け、
同年９月に制度拡充

Ｈ２９までは年８件程度の利用であったが、制度拡充により利用者が急増

 ２



２．第２次耐震改修促進計画における目標耐震化率の達成状況

（１）住宅の耐震化率の推計

耐震

化率

＝

（ 旧

耐震

戸数

×

掛け

率

耐震性あり
113,800 

耐震性あり
119,300 

耐震性あり
131,600 

耐震性あり
137,200 

耐震性あり
143,600 

耐震性あり
147,900 

耐震性あり
150,100 

耐震性あり
13,800 

耐震性あり
13,300 

耐震性あり
12,900 

耐震性あり
10,400 

耐震性あり
11,600 

耐震性あり
15,800 

耐震性あり
15,300 耐震性なし

44,700 

耐震性なし
41,400 

耐震性なし
34,400 

耐震性なし
33,600 

耐震性なし
27,800 

耐震性なし
21,500 

耐震性なし
20,600 

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

［戸］

総戸数 172,300戸
耐震性あり 127,600戸

耐震化率 74.1％

総戸数 174,000戸
耐震性あり 132,600戸

耐震化率 76.2％

総戸数 178,900戸
耐震性あり 144,500戸

耐震化率 80.8％

総戸数 181,200戸
耐震性あり 147,600戸

耐震化率 81.5％

総戸数 183,000戸
耐震性あり 155,200戸

耐震化率 84.8％

総戸数 185,200戸
耐震性あり 163,700戸

耐震化率 88.4％

総戸数 186,000戸
耐震性あり 165,400戸

耐震化率 88.9％
（目標達成まで 2,000戸）

Ｈ１５
（住宅・土地統計調査）

Ｈ１９．１
（第１次促進計画策定）

Ｈ２５
（住宅・土地統計調査）

Ｈ２７．３
（第２次促進計画策定）

Ｈ３０
（住宅・土地統計調査）

Ｒ２．２
（現状）

Ｒ３．３
（第２次促進計画の目標に対して）

旧
耐
震

耐震化率の目標 達成状況

国
95％

（R3.3）

87％

（H30）

県
95％

（R8.3）

76％

（H25）

市
90％

（R3.3）

88.9％

（R3.3推計）

新
耐
震

新
耐
震

新
耐
震

新
耐
震

新
耐
震

新
耐
震

新
耐
震

旧
耐
震

旧
耐
震

旧
耐
震

旧
耐
震

旧
耐
震

旧
耐
震

耐震化率＝
耐震性あり戸数

総戸数

※戸数の対象に金澤町家は含まれ、
空き家は除く

【Ｒ３．３時点における推計】

◯第２次計画の目標に対して1.1％下回る
(目標達成まで推計2,000戸の改修が必要)

◯第２次計画（H27.3）に比べ、耐震化率が7.4％上昇
(約13,500戸が耐震改修、建替又は解体)

耐震化率

81.5%

耐震化率

88.9%

出展：住宅・土地統計調査（H15,20,25,30）を基に推計した戸数に、耐震改修工事済戸数を加えた  ３



２．第２次耐震改修促進計画における目標耐震化率の達成状況

　（２）多数の者が利用する建築物（特定既存耐震不適格建築物）の耐震化率の推計

■用途別の耐震化率の現状（Ｈ３１．１時点）
※市有棟数は全体棟数の内数を表す

全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有 全体 市有

373 236 63 3 244 21 78 0 115 0 1,025 166 563 115 2,461 541

359 231 51 3 234 21 69 0 85 0 988 154 485 105 2,271 514

14 5 12 0 10 0 9 0 30 0 37 12 78 10 190 27

96.2% 97.9% 81.0% 100% 95.9% 100% 88.5% - 73.9% - 96.4% 92.8% 86.1% 91.3% 92.3% 95.0% 67 0

出典：「学校、病院、社会福祉施設、ホテル」は県及び市提供データを基に作成

　　　　「店舗、共同住宅、その他事務所等」は資産税家屋データ（Ｈ３１．１）を基に作成

耐震化率

用途
目標達成までの

必要改修棟数

耐震性あり

合計ホテル・旅館学校 病院・診療所 社会福祉施設 店舗・百貨店 賃貸共同住宅 その他事務所等

合計（棟）

耐震性なし

60.6%
62.8%

73.9%
69.3%

63.8%

94.5%

75.8%
80.2%

83.3%
79.4% 78.1%

81.5%

70.4%

94.9%

83.3%
86.2%

96.2%

81.0%

95.9%

88.5%

73.9%

96.4%

86.1%

92.3%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

学校 病院・診療所 社会福祉施設 ホテル・旅館 店舗・百貨店 賃貸共同住宅 その他事務所等 合計

【参考】用途別耐震化率の推移 Ｈ１９ Ｈ２７ Ｈ３１

※多数の者が利用する建築物（耐震改修促進法第１４条に基づく建築物）を対象とした。

目標に対して２．７％下回る
（目標達成まで６７棟の改修が必要） 目標達成

耐震化率＝
耐震性あり棟数

総棟数

※棟数の対象に空きビル等を含む

耐震化率の目標

市有

市

達成状況

95%

(R3.3)

95%

(R8.3)

95%

(R3.3)

95%

(R3.3)

89%

(H30)

86%

(H27)

92.3%

(H31.1）

95%

(H31.1)

国

県

全体

 ４



２．第２次耐震改修促進計画における目標耐震化率の達成状況

　（３）耐震診断義務付け建築物（要緊急安全確認大規模建築物）の状況 （４）緊急輸送道路沿道建築物の状況

■概要 ■概要

■対象となる旧耐震建築物の現状（R2.3時点）　把握している耐震性ありの割合：3.7％

※耐震診断義務付け建築物を除く

■緊急輸送道路図

■対象建築物の現状（R2.3時点）　　耐震化率：76.4％

８（８棟）

176

公表後改修済

施設総数 耐震性なし

３４（３８棟）

国

市 ―

８（９棟）

公表時

１８（２１棟）

２６（３０棟）

耐震性あり

R8.3

概ね解消

耐震化率の目標

総数（棟）

482

耐震性あり

18

耐震性に課題

1458

464

診断済
(耐震性なし)

未診断
(不明)

診断済 改修済

下表の規模以上の建築物。該当する建築物は耐震診断の実施が義務付けら
れ、所管行政庁はその結果を公表しなければならない。（金沢市はH29.2に公表）

病 院・・・１施設 百貨店・・・２施設
ホテル・・・２施設 飲食店・・・２施設
自動車車庫・・・１施設（Ｒ２年度耐震改修予定）

耐震改修 ・・・ ４施設
解体・建替・・・３施設
移 転・・・・・１施設

緊急輸送道路（第１次路線及び第２次路線の延長約２３０ｋｍ）に面する旧耐震建築物のうち、
高さが下図に該当し、倒壊した場合に前面道路の過半を閉塞するおそれのあるもの。

補助利用８棟

：第１次緊急輸送道路

：第２次緊急輸送道路

：緊急輸送道路沿道建築物のうち、

耐震性に課題

：まちなか区域

：上記建築物のうち、耐震性あり

全て補助利用

幼稚園、保育所

危険物の貯蔵場

その他の用途(※)

規模要件

階数２以上かつ３，０００㎡以上

階数２以上かつ５，０００㎡以上

階数２以上かつ１，５００㎡以上

階数１以上かつ５，０００㎡以上

階数３以上かつ５，０００㎡以上

用途（抜粋）

学校

(※)卸売市場、共同住宅、事務所、工場を除く

老人ホーム

 ５



３．基礎調査による現状整理

　（１）木造住宅における旧耐震建築物の所有世帯年齢の推移 　（２）木造住宅における地域別建築年次の割合（空き家を含む）

2.5%

2.8%

28.6%

6.2%

9.2%

12.6%

17.9%

11.6%

19.1%

19.5%

14.7%

18.6%

69.2%

65.1%

38.8%

63.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

居住誘導区域

（まちなか以

外）

まちなか区域

市内全域

～S25 S26～S45 S46～S56.5 S56.6～

(N=148,384戸)

(N=20,273戸)

(N=53,540戸)

(N=74,571戸)

[資産税家屋データ（H31.1）より]

旧耐震建築物 新耐震建築物

調査概要：
・木造住宅の所有世帯年齢別、地域別、建築年次別における調査

使用データ等：
・資産税家屋データ（H31.1） ※棟数を戸数に換算

・住宅・土地統計調査（H20、H25、H30）

◯市内全域では約４割が旧耐震建築物、まちなか区域では約６割が旧耐震建築物◯H３０時点で、旧耐震建築物は築３８年以上経過

◯旧耐震建築物は年々減少している一方、所有世帯の高齢化が進み、２／３以上が６５歳以上

970 1,390 1,130 170 300 40 
1,070 520 290 

2,240 1,530 
1,360 

5,200 

2,680 
2,510 

11,340 

7,360 

5,200 

21,540 

22,270 

21,840 
50.6%

61.8%
67.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

65歳以上

55～64歳

45～54歳

35～44歳

25～34歳

25歳未満

不詳

65歳以上の

割合

（戸）

[住宅・土地統計調査より]

H20

全42,540戸

築28年以上

36.5% （54,099戸）

61.2% （12,407戸）

34.9% （18,685戸）

30.8% （22,967戸）

H25

全36,050戸

築33年以上

H30

全32,370戸

築38年以上

 ６



（参考資料）居住誘導区域図・特別消防対策区域図

まちなか・居住誘導区域図 特別消防対策区域図
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